
低圧需要家視点での社会インフラの再構築
〜低圧需要サイドからの「S＋３E」にむけて〜

2024年 6⽉ 17⽇

林 泰弘
早稲⽥⼤学

⼤学院 先進理⼯学研究科 電気・情報⽣命専攻 教授
カーボンニュートラル社会研究教育センター（WCANS） 所⻑

スマート社会技術融合研究機構（ACROSS） 機構会⻑

１



n 電⼒システム改⾰により、分散型エネルギーリソースを有効活⽤できる制度的措置は⼤きく前進 
（特定卸供給事業、蓄電池の発電事業、特定計量制度、電⼒データ活⽤等）

n S+3Eは前提としても、変動再エネ電源の出⼒制御が増えるなどの状況下において、如何にし
て今後も増⼤する分散型エネルギーリソースを活⽤して、その受け⽫となるエネルギー社会シス
テムをどう構築していくのかが⽇本の課題

n カーボンニュートラル（CN）の実現には、フレキシビリティは必須であり、 CNに資する分散型エ
ネルギーリソースを有効活⽤できる余地はまだまだある 

n 分散型エネルギーリソースの更なる有効活⽤に向け、以下が特に重要

•今後増加が⾒込まれる低圧リソースの活⽤
•収益機会の拡⼤
•既存インフラであるスマートメータネットワークとの情報連携とリソースの特徴を捉まえた制度設計

n 低圧需要家サイドからの「S+３E」を⽬的としたエネルギー社会インフラの再構築への提⾔

本⽇お伝えしたいこと
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スマートメーターは2024年度末までに
全ての低圧需要家（約8,070万台）
に導⼊完了する予定

沖縄

九州

四国

中国

関⻄

北陸

中部

東京

東北

北海道
全国

低圧分散リソースのDR資源化に向けて

48%

40%

45%

37%

41%

43%
42%

46%

45%

44%

北海道

東北

東京

北陸

関⻄
中国

四国
中部

九州

沖縄

特別⾼圧

⾼圧

低圧

低圧
43%

全国

全国の低圧需要家規模
31,084 TWh/⽉

電⼒・ガス取引監視等委員会 電⼒取引の状況（電⼒取引報結果）
令和６年２⽉販売電⼒量より作成
https://www.emsc.meti.go.jp/info/business/report/results.html
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CNに資するDRready機器を受け⽫として、太陽光発電の逸失利益の分配を
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逸失利益となる太陽光発電余剰電⼒の分配

ヒートポンプ給湯機 蓄電池 EV充放電器 低圧分散リソース群
（DRready機器）
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市場における分散エネルギーリソース（DER）の最⼩⼊札容量の現状

出典︓第9回 同時市場の在り⽅等に関する検討会 資料4より抜粋

【⽇本】 現状
・ 需給調整市場（2026年度低圧リソース開始）
・ 容量市場 発動指令電源

最⼩⼊札容量︓1,000kW

【⽶国】 PJM・CAISO

最⼩⼊札容量︓100kW

同時市場におけるDERの取り扱い議論

世界と伍するDER最⼩⼊札量の変更は不可避ではないか
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【参考】託送料⾦制度や低圧リソースの遠隔制御への検討課題

出典︓局地的電⼒需要増加と送配電ネットワークに関する研究会 報告書の概要 6



分散型電⼒システムの将来イメージへ向かうプロセスが重要

＜制度設計＞と＜技術実証＞
の同時推進が重要

低圧リソースのDR資源化の課題
• 少ない供出可能量 （市場へのリソース不⾜）
• ⾼い機器接続コスト （⼩売の⾼コスト構造）
• 少ない料⾦メニュー （需要家のメリット不⾜）

関係者の将来イメージ焦点
は凡そ合っている

出典︓次世代の分散型電⼒システムに関する検討会 中間とりまとめ
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市場

需給量差に応じた料⾦メニュー時間帯粒度の多様化
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DRreadyにより分散型リソースを普及拡⼤
機器接続を⼩売、アグリゲータの責務から切り離すことで、
分散型リソースの普及拡⼤を図る

料⾦メニューの時間帯粒度を多様化
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昼間・夜間料⾦ 時間帯粒度の多様化

三⽅よしの構造

買い⼿

売り⼿

社会

需要家のDRready機器導⼊によるメリットの拡⼤

⼩売事業者等の低圧事業規模拡⼤と収益構造改善

ネットワーク事業者の安定供給に資する低圧リソース拡⼤

低圧需要家
メリットの拡⼤
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どのようにしてDR供出量を拡⼤すべきか
容量市場・スポット市場・需給調整市場・時間前市場・安定供給対応 など

機器制御※

計量値収集

※ スマートメータを
活⽤した機器制御
は今後の検討課題

海外と同等のDER最⼩⼊札容量

⼩
売
事
業
者
／
'
(
)
*
+
,

⼩売・アグリゲータ⾃⾝が機器接続

⼩売・アグリゲータの役割 The Internet等
機器接続と維持負担が⼤きい機器制御

計量値収集
現状

⾼コスト構造

DRready機器群の
通信接続拡⼤
⼀般送配電事業者の役割

既存インフラの活⽤

DR供出量の拡⼤

スマートメータ
ネットワーク

（既存インフラ）スマートメータネットワークを
活⽤した機器接続

社会インフラとしてのDRready化

低圧需要家 DRready機器の
普及拡⼤

ヒートポンプ給湯機 EV充電器蓄電池

IoTルートを活⽤した
計測と制御

メリットの可視化

制御の簡便化

普及への標準化

接続の簡易化

電⼒売買

次世代
スマートメータ
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低圧需要家サイドからの「S+３E」の提⾔

CN分散型エネルギーリソースを有効活⽤した、低圧需要家視点の「S＋３E」

サイバーセキュリティ

需要家や地域における地産地消による効率的エネルギー利⽤や、
レジリエンス強化等により、安定供給（電圧・周波数）に貢献

ネットワーク事業者の過剰な設備投資の回避や、⼩売事業者等
の収益構造改善等により経済効率性に貢献

カーボンニュートラルに資するフレキシビリティの提供により、変動
再エネの普及につながり、環境適合に貢献
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「次世代分散型電⼒システム構築」と「制度設計」の同時推進へ

DRready機能付き
CN分散リソース普及と
遠隔集約機能の強化
＜DR供出量の拡⼤＞

活⽤ 活⽤

収益構造の変⾰

低圧需要家視点での
社会インフラの再構築

低圧需要サイドからの「S＋３E」を推進するために

次世代スマートメータによる
全ての低圧需要家向け
IoTインフラの構築

＜デジタル連携の推進＞

需給量差に応じた
料⾦メニューの

時間帯粒度の多様化
＜需要家メリットの拡⼤＞
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【参考】次世代スマートメーターの機能強化（2025年度〜）

出典︓次世代スマートメーター制度検討会取りまとめをもとに作成

15分値

IoTルート
活⽤

電⼒量に基づく取引が可能に

Wi-Fi / Wi-SUNWi-SUN

・ ポーリング機能や30分値等の有効活⽤による停電・復旧検知
・ 遠隔アンペア制御機能の搭載
・ 5分値等の有効電⼒・無効電⼒・電圧の⾼粒度データの取得

DRready機器に接続可能に

・ 特例計量器による機器個別計測 ・ 共同検針・開閉栓指令送信
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【参考】低圧分散リソースの需給調整市場への参画に向けて（2026年度〜）

低圧⼩規模リソースが参画容易となる「機器個別計測」
Ø ネガ・ポジワットリソースのユースケース整理
Ø 需要リソースのネガワット調整⾦適⽤
Ø 市場参加を認める同時同量ルール策定

数万のリソースを１つのリソース「群」とみなす「群管理」導⼊
Ø パターン登録数の上限20件 ⇒200件へ拡⼤
Ø 登録可能リソース上限 ポジ︓999件、ネガ︓9999件 ⇒10万件へ拡⼤
Ø リソース⼊替・追加不可 ⇒ 事前応動審査後のリソース⼊替・追加を可能

需給調整市場

低圧需要家

低圧分散
リソース

アグリゲーション

２０２６年度の需給調整市場参画に向けて、
機器個別計測、群管理に関して整理が進んでいる

低圧リソース群の市場導⼊に向けた制度設計が着実に実施

その他機器

受電点計測

蓄電池
＜制御対象＞ その他機器

機器点計測

スマートメーター

蓄電池
＜制御対象＞

DR価値を正確に測れない DR価値を正確に測れる

特例
計量器

ユースケースにおける⼀例

受電点計測

出典︓次世代の分散型電⼒システムに関する検討会をもとに作成 14



【参考】太陽光発電の出⼒制御の実施状況

2023年度
18.8億kWhの逸失利益

2024年度
東京を除く９電⼒で
実施される⾒込み

出典︓第51回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー⼩委員会／電⼒・ガス事業分科会電⼒・ガス基本政策⼩委員会 系統ワーキンググループ 資料1 15



【参考】出⼒制御対策パッケージ（需要⾯での対策）

出典︓第51回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー⼩委員会／電⼒・ガス事業分科会電⼒・ガス基本政策⼩委員会 系統ワーキンググループ 資料1 16



【参考】機器のDRreadyに関する諸外国の状況

出典︓第44回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー⼩委員会 事務局資料 17



【参考】低圧⼩規模リソースの普及に向けた、機器のDRreadyの⽅向性

出典︓経済産業省 第1回 DRready勉強会 事務局資料 18


